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第２回新潟市公文書管理条例検討委員会 会議録 

会議名 第２回新潟市公文書管理条例検討委員会 

日 時 令和２年７月３０日（木）１４時００分～１６時３０分 

場 所 新潟市役所本館６階 第３委員会室 

（新潟市中央区学校町通１番町６０２番地１） 

出席者 

（敬称略）

（五十音順）

検討委員会委員 

伊原 真千子 （弁護士／新潟市情報公開制度運営審議会 委員）

小田 信雄  （新潟市南区自治協議会 会長／ 

新潟市区自治協議会会長会議 座長） 

早川 和宏  （弁護士／東洋大学副学長・法学部教授） 

宮平 さやか （日本アーカイブズ学会登録アーキビスト／ 

豊島区総務課文書グループ公文書等専門員） 

森野 智美  （相模原市総務局情報公開課 総括副主幹） 

※早川委員はリモートによる参加 

新潟市事務局 

総務部総務課 

斉藤 淑子 課長（部次長） 

袖山 直也 課長補佐（副参事）  

渡邉 康成 係長（主幹）  

三條 高裕 主査（市政情報室係長相当） 

騰川 瑛介 副主査 

阿部 隼人 主事 

文化スポーツ部歴史文化課 

遠藤 和典 課長（参事） 

松本 有希 課長補佐 

長谷川 伸 主幹 

山貝 洋輔 副主査 

傍聴者 ２名 

報 道 なし 
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会議内容 １.開会 

２.資料説明 

３.意見交換、質疑応答 

４.閉会 

配布資料 (１)委員名簿 

(２)席次表 

(３)新潟市公文書管理条例（案） 

(４)新潟市公文書管理条例 概要（案） 

(５)説明資料 
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１．開会 

事務局（袖山課長補佐） 

 これより新潟市公文書管理条例検討委員会を開催いたします。 

 本日は、ご多用の中、また遠方よりお集まりいただきまして、誠にありが

とうございます。本日、進行をさせていただきます新潟市総務部総務課の袖

山と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 まず、配付資料の確認をさせていただきます。お手元に机上配付させてい

ただきました次第、委員名簿、席次表、今回の新潟市公文書管理条例（案）

ということで配布させていただいております。次に、管理条例の概要（案）

をお配りしてございます。それから、本日の説明資料として PowerPoint を

お配りしてございます。 

なお、管理条例（案）と概要（案）につきましては、先にお送りさせてい

ただいたものより多少の字句の訂正・修正がございますので、お配りしたも

のをご覧いただきたいと思います。PowerPoint につきましても若干の修正が

ありますので、お手元の資料をご覧ください。 

 今日の連絡事項をさせていただきます。この検討会の開催に際しまして、

作成した会議録等は情報公開の対象となります。また、新潟市ホームページ

には今回の会議概要を掲載する予定となっておりますので、予めご了承いた

だきたいと思います。 

 次に、本日の検討委員会の進め方についてです。今日は、お手元の資料に

沿いまして、一通り条例案の説明をさせていただきます。そして最後に全体

を通してご意見・ご質問をいただくという形で進行させていただきます。 

 なお、早川委員につきましては、他の業務の都合によりリモートでのご参

加をいただいております。よろしくお願いします。 

早川委員 

 よろしくお願いいたします。 

事務局（袖山課長補佐） 

 資料に沿いまして、事務局から説明をさせていただきます。 

２．資料説明 

事務局（渡邉係長） 

 それでは、私から本日のご説明をさせていただきます。総務部総務課の渡

邉でございます。よろしくお願いいたします。 

 早川委員、聞こえますでしょうか。 
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早川委員 

 はい。とてもよく聞こえております。ありがとうございます。 

事務局（渡邉係長） 

 資料に沿って説明させていただきます。お手元の資料、主に概要とカラー

の PowerPoint の資料で説明させていただきます。基本的には概要に沿って

大まかに説明させていただいて、詳しくお話しするところについては

PowerPoint の資料を使って説明させていただきます。よろしくお願いいたし

ます。 

 概要に入る前に、全体に係る部分について、前回までにご説明した部分か

ら若干変更等があった部分もありますので、その辺りを簡単に説明させてい

ただきます。 

説明資料の２ページ目をご覧ください。条例制定に向けてということでス

ケジュールになっております。こちらの記載につきましては、前回の検討委

員会で説明したとおりとなっておりますが、一部、施行の部分につきまし

て、具体的な日付を入れてあります。一部施行につきましては令和３年１０

月１日、それから全部施行については４月１日ということで具体的な日付を

追加で記載してございます。 

 続きまして、３ページ目以降につきましては、条例の全体に係る部分にな

ります。 

４ページをご覧ください。こちらにつきましても前回同様の資料になって

おります。条例の５つのポイントをまとめたものになります。こちらは前回

同様の資料になりますので説明は割愛させていただきます。 

 続いて、５ページ目につきましては、骨子ということでお示ししてあると

おりなのですが、こちらにつきましても今回、概要と内容が同様のものにな

りますので、概要から順次説明させていただきますので、こちらも説明は省

略させていただきます。 

 続いて、６ページをご覧ください。公文書のライフサイクルというところ

で、一連の流れを示した図になります。こちらにつきましても、基本的には

前回と同様の資料となっておりますが、一部、廃棄と移管の部分に小さな吹

き出しがありますけれども、その部分につきまして、市長に協議という形に

してあります。 

前回までは報告という形で記載していたのですけれども、この辺につきま

しても、また後ほどの説明で詳しくご説明しますが、若干、表記が変わって

いる形になっております。 

 条例の個々の内容について説明させていただきます。お手元の条例の概要
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（案）と資料７ページから見ていただきたいと思います。説明資料につきま

しては、前回の検討委員会でお話しした部分もありますが、委員の皆様から

ご意見をいただいた部分もありますので、そういったところは修正を加えた

部分もありますので、前回と同じ部分につきましては、そういったところを

中心にお話をさせてもらいたいと思っております。 

 概要の１ページ目からご覧いただきたいと思います。 

「Ⅰ 総則」の「１ 目的」です。市の諸活動や歴史的事実の記録である

公文書は、市民が主体的に利用し得るものであることに鑑み、行政文書の適

正な管理、歴史公文書の適切な保存・利用等を図る。市政が適正かつ効率的

に運営されるようにする。また、公正で開かれた市民主体の市政を推進する

ことで、市民自治の確立を図り、市の諸活動を現在及び将来の市民に説明す

る責務が全うされるようにするということで、内容につきましては、前回よ

り大きな変更はございませんが、文言等、多少整理しております。 

また、こちらの８ページの資料につきましても、上のほうに今回の条例の

制定に向けての背景を、前回の検討委員会の内容も含めましてまとめたもの

を載せてある形になっております。 

 続きまして、概要に戻っていただきまして、「２ 定義」になります。

（１）実施機関の定義でございます。実施機関につきましては記載のとおり

となりますが、市長、議会、教育委員会をはじめとしました行政委員会、水

道事業管理者、病院事業管理者、新潟市土地開発公社ということで、こちら

につきましては、私ども新潟市の情報公開条例との整合性を考えまして、情

報公開条例にならう形で定義をしてあります。 

 続きまして、（２）文書の定義についてです。説明資料は９ページになり

ます。まず、行政文書につきましては記載のとおりですが、職員が職務上作

成・取得した文書・図画等で、組織的に用いるものとして、保有しているも

のという定義になります。また、市政を検証するために後世に残すべき重要

な文書ということで、移管・寄贈・寄託される前のものにつきましては、歴

史公文書。移管・寄贈・寄託された後のものを特定歴史公文書ということで

定義することとしております。 

前回まで特定歴史公文書につきましては、歴史的文書というふうに記載し

ておりましたが、内部で検討しまして、本市としては市史編纂のために文書

を集め、保管をしているというところから、歴史という言葉は入れるという

ことで最終的に整理した形になっております。 

 続きまして、同じく行政文書の定義ということで１０ページを見ていただ

きたいと思います。定義につきましては、前回、説明させていただいたとお

りで、上の段の３つの項目を全て満たすものと考えております。こちらにつ
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いて変更はございません。 

下のほうなのですけれども、前回の検討委員会でご意見等いただいており

ました、電子メールの取扱いについて記載してございます。 

電子メールの取扱いにつきましては、現在の新潟市の取扱い、情報公開条

例上の取扱いなどと同様の形で考えております。それを整理して表にしたも

のになります。ポイントとしては、やはり組織的に用いているかというよう

な点になろうかと思います。行政文書に該当する文書ということで記載して

ありますが、基本的に組織メールアドレス、いわゆる課に届いた課宛のメー

ルにつきましては、当然、課に届いているものになりますので、組織的に共

有しているということで行政文書に該当すると考えております。 

また、個人メールアドレスに届いたもの、こちらが問題にはなると思うの

ですけれども、基本的には個人に来ておりますので行政文書には該当はしな

いということになりますが、赤字部分にもありますとおり、個人メールにつ

いては組織的な管理を前提としない文書の交換に用いて、電話に代わる手段

などとして利用するということで、やはり組織メールの補完的な役割を果た

すものと考えておりますので、基本的には該当はしないというところなので

すけれども、こちらに書いてある個人メールのうち共有フォルダで保存した

り、そのメールをプリントアウトしたものを組織で共有したり、あとは大事

なものとしてシステムに登録したり、そういったものについては行政文書に

該当すると考えております。該当しないものについては記載のとおりでござ

います。 

 続きまして、行政文書の管理ということで、概要を見ていただきたいと思

います。概要の１ページの下のⅡ「行政文書の管理」という四角で囲ってい

るものです。「１ 文書の作成の義務」ということで、実施機関の職員は経

緯も含めた意思決定に至る過程及び事務事業の実績を合理的に後付け、検証

できるよう事案が軽微である場合を除き、文書を作成する。 

 続きまして、２ページです。「２ 整理」についてです。行政文書につい

て、文書及びファイルごとに保存期間を設定します。実施機関は規則の定め

るところにより、保存期間を延長できます。規則に定めるところというのは

義務的事由を規定する予定でございます。実施機関については、行政文書に

ついて保存期間満了前のできる限り早い時期に保存期間が満了したときの措

置として、歴史公文書に該当するものとして市長に移管するか、又は廃棄す

るかを定めます。 

「３ 保存」です。実施機関は行政文書について、適切な保存・利用に必

要な場所において、適切な記録媒体により、識別を容易にするための措置を

講じた上で保存します。 
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「４ 行政文書ファイル管理簿」です。実施機関は、規則で定める保存期

間、この場合は１年未満の文書を除き行政文書ファイル管理簿を調製し、公

表します。 

「５ 移管又は廃棄」です。実施機関は、保存期間が満了した行政文書を

市長に移管し、又は廃棄します。実施機関は、行政文書を廃棄しようとする

ときは規則に定めるもの、１年以下の保存期間のものになりますが、それを

除いて予め市長に協議をします。この場合、市長の同意が得られないときは

市長に移管をします。実施機関は市長に移管をする行政文書について、非開

示情報に該当し、利用制限を行うことが適切と認める場合は、その旨の意見

を付します。市長は特に保存が必要があると認める場合は、実施機関に廃棄

措置を取らないよう求めることができます。 

「６ 管理状況の公表」です。実施機関は管理状況を毎年度、市長に報告

し、市長はその管理を公表するということで、ここまでが行政文書の管理に

ついての項目になります。 

 説明資料の１２ページから見ていただきたいと思います。１２ページにつ

きましては、先回ご説明したとおりの資料となっております。こちらにつき

ましては、今ほど申し上げた概要のとおりとなっております。資料的にも前

回と変更は特にございません。原則として上段に書いてある経緯、決定に至

る過程の事務及び事業の実績を跡付けできる、検証できるように文書を作成

しなければならないと。一番下に、例外として処理に係る事案が軽微なもの

は作成しなくてもよいという形でございます。 

 続きまして、１３ページです。こちらにつきましても、前回同様の資料と

なっております。文書の作成についての留意点と緊急の事案の場合の取扱い

についての説明になります。こちらも前回同様の内容となっております。 

 続きまして、１４ページです。行政文書の保存期間基準ということの資料

になります。こちらにつきましては、１年の部分につきまして、前回から重

要なものが廃棄される可能性があるという旨のご指摘もいただきましたの

で、こちらの赤字で示してあるとおり、重要または異例な事項に関する情報

を含むものは３年以上とするという扱いにしております。また、１年未満に

つきましても恣意的な運用がなされないよう、厳格に規定するという運用を

していこうと考えております。ここまでが前回の第１回までの内容になって

おります。 

 続きまして、１５ページをご覧ください。行政文書の保存期間の延長の資

料になります。行政文書の保存期間については、限定的に延長することがで

きるというものになります。文書の作成・取得時に保存期間を設定した場合

であっても、状況等の変化によって当初設定した期間満了後も引き続き行政
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文書として保存する必要があるものについて延長することができるという規

定になります。 

ただし、この延長については、委員の方からご意見をいただいておりまし

たが、こちらの資料に記載のあるように、限定的な場合にのみ延長すること

ができるという取扱いを考えております。 

 まず、義務的な理由によるもの。下に例が記載してありますが、今、監査

の対象になっているもの、訴訟の対象になっているもの、不服申立ての対象

になっているもの、情報公開の対象になっているもの、こういったものが義

務的理由にあたるものと考えております。 

 また、裁量的な理由としましては、職務の遂行上必要と認めるときは、そ

の必要な限度において、一定の期間を定めて延長することができるというこ

とで、ただし、この場合につきましては、延長する理由、期間を市長に報告

をしなければならないというように取扱うと考えております。 

 続きまして、１６ページです。行政文書の選別です。保存期間満了時の措

置の設定という項目になります。移管か廃棄の措置を決める際、歴史公文書

に該当する行政文書というものが、こちらにあるとおり市政を検証するため

に後世に残すべき重要な文書という定義をしまして、その文書に該当するか

どうかというところの判断基準を、要は何をもとに判断するかというところ

につきましては、この行政文書ファイルの保存期間の基準をもとに判断しよ

うと考えております。 

 下に簡単に表にしてありますが、基本的に３０年の保存期間の文書につき

ましては、原則として移管すべきと考えております。そして、１０年、５

年、３年につきましては、こちらにある市政又は市民生活に関わる重要なも

のなどについては、移管の対象になると。それから、１年以下のものにつき

ましては、原則として廃棄すると。ただし、備考に書いてありますが、重要

なものを廃棄対象としないために意思決定や異例な事項に関する情報を含む

場合など、合理的な跡付けや検証に必要となる行政文書は３年以上の保存期

間を定めるということで、廃棄対象としないような措置ができるのではない

かと考えております。いずれにしても保存期間の設定をまずはきちんとする

ということが重要であると考えております。 

 続きまして、１７ページをご覧ください。行政文書の保存についてです。

今現在、私どもで考えている取扱いを整理したものになります。まず、行政

文書に該当し得るものとして、下の灰色の四角で囲ってある電子データ、紙

その他磁気媒体、電子メール、それから個別業務システムということで、こ

れについては台帳のデータといったものが考えられます。そのうち行政文書

という上の矢印になります。行政文書の要件を満たして管理・保存しなけれ
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ばならないものについては、保存先の媒体として文書管理システムに登録し

たり、あとは文書用サーバに保存する、もしくは紙その他磁気媒体で保存を

することになります。電子メールにつきましては、１年以上は今言った部類

に入りますし、１年未満のものにつきましては、電子メールのまま保存して

適宜廃棄をするという取扱いになるかと思います。また、個別業務システム

のデータ、台帳などのデータにつきましては、個別業務システム内で保存を

する形になります。 

 これら全ての行政文書として保存するものにつきましては、一番上の細長

い水色の四角になっていますが、行政文書ファイルに分類・保存して、その

ファイルについては文書管理システムで統一的に管理をしていこうと考えて

おります。 

 続きまして、行政文書ファイル管理ということで１８ページをご覧くださ

い。行政文書ファイルの整理、それから公表までの流れを説明した資料にな

ります。文書管理システム内で持っております左上の文書分類表に基づい

て、まずは文書を分類します。 

これを行政文書ファイル等ということで、ここにまとめる形になります。

「等」というのは丸が２つありますが、１つは行政文書ファイルということ

で相互に密接な関連を有する行政文書を一の集合物にまとめたものというこ

とで、１つの行政文書ファイル。もう１つが単独で管理することが適当であ

ると認める行政文書ということで、集合物にできない冊子のようなものです

が、こういったものについては単独で管理をします。 

これを合わせた行政文書ファイル等を少なくとも毎年度１回、管理簿に記

載すると。その載せた行政文書ファイル管理簿をインターネット等で公表し

ますということが一連の流れになります。 

 続きまして、１９ページです。行政文書の移管・廃棄についてです。ま

ず、各実施機関については、市政を検証するために後世に残すべき重要な文

書に該当するかどうかを、選別基準に基づいて判断をします。 

上の残すべきものとして該当するものについては、市長（文書館）に移管

をすると。 

また、下の該当しないものについては、最終的には廃棄となりますが、廃

棄するものについては市長と協議が必要ということになります。廃棄の同意

が得られない場合は市長に移管をするということで考えております。こちら

については委員の方からご意見をいただいた部分になります。市長への協議

という部分で、ここに書いてありますとおり、専門職員の知見で最終確認を

するということになりますので、重要な文書がチェックされることなく廃棄

されるということを防ぐことができるのではないかと考えております。ここ
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までが行政文書の管理についての項目になります。 

 続きまして、概要に戻っていただきまして、２ページ目の下のほうです。

「Ⅲ 特定歴史公文書の保存、利用等」という項目になります。まず、「１ 

保存」についてです。市長は、特定歴史公文書を適切に保存し、適切な利用

に資するため、その目録を作成し公表します。 

「２ 利用請求・決定」についてです。利用請求者は請求書を市長に提出

します。 

 ３ページ目にいっていただきまして、利用請求に基づいて、市長は非公開

情報や条件付き寄贈・寄託文書の場合等を除いて利用に供します。非公開情

報に該当するか否かの判断に際しては、作成等からの時の経過を考慮すると

ともに、実施機関から付された意見を参酌します。非公開情報を容易に区分

できる場合は、除いた部分を利用に供します。利用請求に対する利用決定は

すみやかに行います。利用制限の存否に確認が必要な場合は、３０日以内に

行い通知をします。事務処理上決定が困難な場合については、３０日以内に

限って延長することができます。本人の個人情報が記録されている文書につ

いて、本人から利用請求があった場合は、本人確認を行った上で本人の生

命、財産等を害するおそれがある場合を除き利用をさせます。死者の情報に

ついては、一定の遺族から請求があった場合は利用をさせます。利用決定に

際し、必要に応じ第三者に対する意見書の提出の機会を与えるものというこ

とになります。 

「３ 利用方法」です。利用につきましては、閲覧又は写しの交付により

ます。写しの交付を受ける者は、写しの交付に要する費用を負担します。  

「４ 不服申立て」についてです。利用決定に不服申立てがあったとき

は、市長は市情報公開・個人情報保護・公文書管理審査会に諮問し、裁決を

します。 

「５ 利用の促進、利用の特例」です。積極的に一般利用に供するよう努

めます。移管元実施機関からの利用請求には、非開示情報の利用制限はいた

しません。 

「６ 廃棄」です。特定歴史公文書としてその重要性を失ったと認める場

合は、あらかじめ市情報公開制度運営・公文書管理審議会に諮問し、その文

書を廃棄することができます。 

「７ 保存・利用の状況の公表」です。保存・利用の概要を公表します。 

以上が特定歴史公文書の保存、利用等についての項目になります。 

 説明資料は２１ページを見ていただきたいと思います。特定歴史公文書の

利用について、流れを整理したフロー図になります。まず、公表された目録

をもとに請求者は請求を市長にします。市長（文書館）は対象の文書を特定
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してすみやかに利用の決定を行います。ただし、利用制限の存否に確認が必

要な場合は、請求のあった日から３０日以内に決定します。また、利用請求

に係る特定歴史公文書に第三者に関する情報がある場合については、当該第

三者に対して意見書を提出する機会を与えることができるとなっておりま

す。 

利用決定した後、写しの交付ですとか閲覧を行います。この利用の決定に

不服がある場合については、不服申立てをすることができ、情報公開・個人

情報保護・公文書管理審査会に諮問をするというような形になります。 

 続きまして、２２ページです。前回、こちらについてもご意見をいただい

ていたところです。特定歴史公文書における取扱いについてということで、

死者の個人情報等の取扱いについてまとめた資料になります。基本的には、

本市の個人情報保護条例の取扱いと同様にすることを考えております。ま

ず、個人情報の考え方についてです。個人情報保護条例に規定されておりま

すが、個人情報というのは個人に関する情報であって、特定の個人が識別で

きるものと定義しております。その個人の取扱いについてですが、個人に

「死者」を含むと赤字にしてありますが、死者を含むものと取扱いで定めて

おります。死者に関する情報については、個人情報が不適正に扱われた場

合、死者の名誉を傷つけたり、遺族等生存する個人の権利や私益等を侵害す

るおそれがあるということ、それから保有する全ての個人の情報について、

生存しているかどうかを確認することということが事実上困難な面があるこ

と、こういったところを勘案して死者も含むというふうに取り扱っておりま

す。 

 また、個人情報の開示を請求できる者として、死者を本人とする個人情報

の開示を請求することができる者ということで規定をしておりまして、以下

の３つ、まず１番目としまして死者の死亡当時における配偶者並びに死者の

子及び父母、それから１番目に挙げた者がいない場合については、死者の二

親等以内の血族及び死者の死亡当時における一親等以内の姻族と、それから

死者の相続人ということで請求できるものということで整理をしておりま

す。 

 また、一番下の四角にありますが、基本的には個人情報保護条例を考慮し

て、同様の取り扱いとするとともに、死者を本人とする個人情報の開示請求

をすることができる、今ほどの例のほかに、審議会の意見を聴いた上で市長

が適当と認める者を請求者に加えて規定をする予定にしております。こちら

については、上記の３つ以外の、例えば、こちらの人たちの代理人といった

方たちを想定したものになっております。 

 概要に戻っていただきまして、３ページの下になります。「Ⅳ その他」
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になります。 

まず「１ 研修」について、職員に対し必要な研修を行います。 

それから、「２ 組織見直しに伴う措置」ということで、実施機関は、統

廃合等組織の見直しを行う場合は適正な措置を講じます。 

また、「３ 出資法人・指定管理者の文書管理」についてです。出資法人

は、条例の趣旨に則り適正な文書管理に努め、解散・合併等組織の見直しを

行う場合は、適正な管理の確保の措置を講ずる。実施機関は、必要な措置を

講ずる。指定管理者については、条例の趣旨に則り適正な文書管理に努め

る。実施機関は、必要な措置を講ずるということになります。 

「４ 規則への委任」です。条例の施行に関し、必要な事項は規則で定め

ます。 

 続きまして、このまま「Ⅴ 附則」も説明したいと思います。「１ 施行

日」についてです。令和３年１０月１日から施行。行政文書の整理、保存、

管理簿及び移管・廃棄に関しては、令和４年４月１日から施行します。特定

歴史公文書の利用等に関しては、文書館開館日から施行をします。 

「２ 経過措置」です。施行日前でも、必要な準備行為を行っていく。行

政文書の整理、保存、移管・廃棄については、施行日の令和４年４月１日以

降に作成・取得した行政文書に適用し、施行前に作成・取得した行政文書は

従前の例によります。なお、施行前に作成・取得した行政文書の保存期間の

延長は新規定の例によります。また、施行の際、現に歴史的資料として特別

に保有管理しているものは、特定歴史公文書とみなしますという形になりま

す。 

 説明資料につきましては、２４ページです。第三者機関の役割になりま

す。第三者機関ということで、新潟市情報公開制度運営・公文書管理審議会

の役割ということで大きく２つ諮問事項と報告事項に区分して記載してあり

ます。 

諮問事項につきましては、特定歴史公文書の廃棄についてを想定しており

ます。備考にあるとおり、特定歴史公文書の廃棄については慎重な判断が必

要であるということで、文書の劣化が極限まで進んで判読修復が不可能であ

る場合や、他文書と不必要に重複しているもの、それから実際には歴史公文

書ではないと判明したもの、そういったものが想定されております。 

 また、報告事項につきましては、行政文書の管理状況の報告、それから特

定歴史公文書の利活用の状況報告といったところを現時点では想定している

ところであります。こういったところについては、それぞれ公表前に審議会

に報告をし、意見聴取を行う想定をしております。 

 続きまして、２５ページです。コンプライアンスの確保になります。大き
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く３つ記載してあります。 

まず１つ目の公表についてです。今ほどの審議会の報告事項にもありまし

たけれども、行政文書の管理状況と特定歴史公文書の利用状況を公表しま

す。公表の方法につきましては、ホームページへの掲載ですとか市政情報室

での閲覧などを想定しております。 

２つ目ですが、職員等の研修の充実ということで、実施機関の職員に対

し、公文書等の管理を適正かつ効果的に行うために必要な知識等を習得さ

せ、及び向上させるために必要な研修を行います。 

３つ目です。指定管理者、出資法人の努力義務ということで、指定管理者

及び出資法人は、条例の趣旨に則り適正な文書管理に努める。出資法人は、

解散・合併等組織の見直しを行う場合は、適正な管理の確保の措置を講ず

る。また実施機関については、指定管理者及び出資法人に対し、これらの必

要な措置を講ずるというところで、こちらについても委員の方からご意見を

いただいておりましたが、指定管理者、出資法人に努力義務を課すというと

ころになっております。 

 次に、２６ページの経過措置についてです。大まかな文書の流れを、令和

４年４月１日の条例の全部施行の前後で取扱いを整理した図になります。基

本的に、条例施行前の文書、左側の部分については、従前の文書管理のルー

ルによって取扱います。右側の令和４年４月１日以降の条例施行後につきま

しては、新条例のルールに従って取扱いを行う。ただし、保存期間の延長の

部分については、古い部分についても新条例のルールを適用しますと今のと

ころ考えております。次に、文書につきましては、会計年度で管理をするも

のになりますので、基本的には４月から変わるという形になりますが、一部

例外があるという取扱いになっております。 

 以上が今日の説明資料に沿った説明になりますが、皆様からご意見・ご質

問等ありましたらお願いいたします。 

早川委員、お願いします。 

早川委員 

 かなりたくさん質問があるのですが、どのようにすればよろしいでしょう

か。 

事務局（斉藤課長） 

 一つずつにしていただけるとありがたいのですが。 
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早川委員 

 分かりました。マイクの都合で、一部聞き漏らしていた可能性もあるかも

しれませんが、その折りはご容赦ください。 

いくつかお聞きしたいのが、スライドでいうと、まず５ページ目の作成の

ところです。後ほど条文も出てくると思いますが、軽微なものを除いて文書

を作成するという義務を課されるわけですけれども、軽微なものの判断基準

につきましては、どの程度のレベルまで定められる予定なのでしょうか。 

事務局（斉藤課長） 

 早川委員、斉藤です。お世話になっております。声は届いておりますでし

ょうか。 

早川委員 

 聞こえております。 

事務局（斉藤課長） 

 ありがとうございます。作成義務に関してなのですけれども、軽微なもの

の考え方については、スライドの１２ページなのですが、原則は作るのだ

と。ただ、例外的に処理に係る事案が軽微なものであれば作成しないと。し

なくてもよいと。その辺りは条例の趣旨を踏まえて、厳格に、限定的に解釈

する必要があるのだろうということで、３要件を挙げております。 

事後の確認が必要ではないものだったり、文書を作成せずとも職務上支障

がない。あとは当該事案が歴史的な価値を有しないような場合。例としてい

くつか挙げておりますけれども、考え方としては、事務の効率性もあるのだ

と思うのです。全て文書を作成するということは、やはり効率的ではない場

合もあり得るので、限定的ではあるけれども、全て文書を作成しなければい

けないというわけではないのです。ただ、条例の趣旨を踏まえれば、そこは

厳格に、限定的に解釈する必要があるので、条例上では、この一文でしかな

いのですけれども、今後、運用を整えていくにあたっては、具体的な事案を

職員に分かるようにしていく必要があるのだろうと思っております。 

また、その辺り、後半部分で運用のところでもご意見をいただきたいと思

っておりますので、どういうふうにしたら職員に伝わっていくかというよう

な辺りは、具体的にご意見をいただけると非常にありがたいと思っておりま

す。 
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早川委員 

 ありがとうございます。ちょうど１２ページ目を言及していただきました

が、例外に該当するかどうかを各実施機関の職員が判断をするときに、おそ

らく悩まれると思うのです。とあるＡという課の課長さんは、それは作らな

くてもいいと言って、同じ内容の文書でも、Ｂという課長さんは、それは作

るべきだと言ったりというようなことが往々にして起こり得ますので、困っ

たときに相談する部署というものを決めておかれたほうがいいのかなという

ような気がします。 

 また、ちょうど今、新型コロナウイルス感染症対策の専門家会議の会議録

などを作っていない地方公共団体がいくつもあるということが問題になって

おりますが、意思決定をするのは最終的には市長なのだから、その専門家会

議の言っていることはあくまでも参考なのだと、意思を決めた決裁文書が残

っていれば３要件の①事後の確認が必要ではないだろう、みたいな運用が現

実にできてしまっているわけですので、そのようなことが起こらないような

手立てを条例よりも下のレベルにはなるかと思いますが、想定されておいた

ほうがよろしいかなと思ったところです。 

事務局（斉藤課長） 

 ありがとうございます。今ほどおっしゃっていただいたところ、前回もや

はり定期的に検証が必要なのではないかというような、現場任せにしないこ

とが大事なのではないかというご意見をいただきました。どういうふうに、

そういう仕組みを作っていくのかという辺りは、またご意見を運用部分でい

ただきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

早川委員 

ありがとうございます。続けて、１５ページ目にいっていただいて、整理

のところの保存期間の延長なのですが、保存期間の延長については、各実施

機関の判断のみで可能ということでしょうか。相模原市と豊島区では、保存

期間の延長についてもチェックが入る仕組みをとっていらっしゃるかと思う

のですけれども、そこの点はいかがでしょうか。 

事務局（斉藤課長） 

詳細は１５ページの PowerPoint のところになります。条例上は「規則で

定めるところにより延長することができる」となっております。規則でどう

いう場合に延長できるのかということを定めますが、今、ご質問の部分は裁

量的な理由により、要は職務の遂行上必要ということで延長するような場
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合、所属判断でいいのかということかと思うのですけれども、基本的には所

属の判断と思っております。ただし、このことについては報告を求め、その

報告内容を公表したいと思っております。 

ですので、その辺りで各所属に対して保存期間を厳密に、慎重に判断する

ということを促していきたいと思っております。 

早川委員 

 ありがとうございます。報告を市長が受けて公表するということで、恣意

的な延長などが起こらないようにするということだと思います。保存期間の

延長が国で問題となったのは、延長している間に文書がなくなるという、結

構寂しいことが起こりましたので、延長のときには文書の所在を確認すると

いうのも、これは各実施機関が行っていかなければいけないのでしょうけれ

ども、注意をする必要があると思います。 

 同じく１５ページ目に言及いただいたので、左側の「義務的な理由により

延長」なのですが、最後の矢印で情報公開条例の公開請求が挙がっておりま

すけれども、これは個人情報保護条例の開示請求についても書かれるという

か…。 

事務局（斉藤課長） 

 はい。入ります。規則で入ります。そこを入れます。 

早川委員 

 ありがとうございます。次に、スライドの９ページ目になりますが、図の

見方だけの問題だと思うのですけれども、行政文書というものが青いところ

で作られていて、左の白抜きの点線のところで雑誌・書籍など云々という、

これが除かれるのはいいのですけれども、左の白い点線の上のところの青い

部分、「新潟市公文書管理条例における公文書」という、これは茶色の括り

から外れているように見えますので、左上の青いところが。言っている意味

は分かりますか。９ページ目の「新潟市公文書管理条例における公文書」と

いうもので茶色い細い線で括られている部分がございます。その茶色い線か

ら除かれている行政文書が左側にありますけれども、この左側の部分が白い

点線で抜かれている雑誌・書籍などという部分と、それより上の青い部分が

あるので、この青い部分が条例における公文書から除かれているようにも見

えるのです。 
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事務局（斉藤課長） 

 おっしゃるとおり、図の表記の問題で、除かれるものは点線の部分だけな

のです。具体的にはそういうことなのですけれども、少し分かりにくかった

と思います。改善したいと思います。ありがとうございます。 

早川委員 

 ありがとうございます。これは見た目だけの問題で、つまらなくてすみま

せん。 

事務局（斉藤課長） 

 いいえ、ありがとうございます。 

早川委員 

 １０ページ目の電子メールの件、ご検討いただいてありがとうございまし

た。行政文書に該当する電子メールの範囲のうちの「個人メールアドレスの

うち」というところなのですが、個人メールアドレスは、市役所から割り振

られている個人メールアドレスという理解でよろしいでしょうか。 

事務局（斉藤課長） 

 はい、そうです。 

早川委員 

 そうすると、そこで作成あるいは取得されているものについては、職務に

関係するものに限定されているという理解でよろしいでしょうか。 

事務局（斉藤課長） 

 そういうことになります。 

早川委員 

 そうしますと、例えば市民の方からの問い合わせに個人メールアドレスか

ら答えたり、例えば、お祭りの協議会の委員長さんから職員個人のメールア

ドレスに相談がくるというようなものもあると思うのですけれども、それに

つきましては共有フォルダに保存したりプリントアウトしたりしないと、個

人メールアドレスに届いたものも該当しないという理解なのでしょうか。 
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事務局（斉藤課長） 

 今、新潟市では名刺なんかもなるべく個人アドレスではなく、所属の、要

は組織メールアドレスを載せなさいということをお願いしていて、職務上、

来るような外部の機関だったり、地域の方だったりもあり得ると思うのです

けれども、いただくメールは基本的には組織のメールアドレスにいただくこ

とをお願いしております。 

ただ、おっしゃるようなことがないというわけではないので、例えば個人

が外部から受け取ったような場合には、それは組織として、仕事のことであ

れば共有する必要があろうかと思いますので、例えばそれを PDF 化して別に

保存をしたり、それから、むしろ組織メールアドレスに転送して、そこで共

有するだとか、何かやり方はあるかとは思いますけれども、何らかの方法で

共有して、行政文書というような形になっていくかと思っております。 

早川委員 

 ありがとうございます。そこの部分をしっかりと共有化するというプロセ

スを経ないと、非該当のところの二人の送受信だけにとどまるという部分な

のですが、これが典型的に問題となったのが、大阪市の橋本市長時代のメー

ルのやり取りです。１対１でやり取りしているメールは入らないのだと大阪

市が主張して裁判で負けたという事例がありますけれども。 

事務局（斉藤課長） 

 存じ上げております。 

早川委員 

 この書きぶりだと、大阪市の判決に反しているようにも見えてしまうの

で、書きぶりには注意をされたほうがよろしいかと思います。 

事務局（斉藤課長） 

 分かりました。あの判決を踏まえて、大阪もこのような形で整理をして、

情報公開のハンドブックなんかも、大阪の判決を踏まえたような形で整理を

しているのだろうなと思っております。基本的な考え方は、おっしゃられた

とおりかと思いますので注意をして整理していきたいと思います。 

ただ、私のほうから、こういう個人メールアドレスなんか、例えば豊島区

や相模原市はどんなふうに管理されているかというのをお伺いしてよろしい

でしょうか。 
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森野委員 

 まず、相模原市の場合には、基本的にＥメールというのは公文書になるの

で、システムで処理をすることが原則になっておりますので、メールで来た

ものはシステムに登録して、何らかの報告なり決裁なりという形にするよう

にということで、職員に指導はしているところです。 

事務局（斉藤課長） 

 例えば個人メールアドレスというのは、職員には割り振られてはいないの

ですか。 

森野委員 

 あります。 

事務局（斉藤課長） 

 ありますか。その辺りの管理はどのように。 

森野委員 

 それも同じです。個人メールに来たからといって、公文書ではないという

ことはないと思うので、やはり内容によるところもあるのですけれども、単

に問い合わせに対して事実だけを答えるという電話の応対と同じようなもの

はシステム登録はしていかないのですけれども、基本的には職務の内容でや

り取りしたものであってもシステムで登録していくということで指導してい

ます。 

事務局（斉藤課長） 

 要は内容によると。 

森野委員 

 そうです。 

事務局（斉藤課長） 

ありがとうございます。豊島区さんは。 

宮平委員 

 豊島区も、基本的にはメールは公文書なので、区から割り当てられたメー

ルアドレスで送受信するものが私的なものでは基本的にはないと考えており
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まして、仕事の関係であれば、事業者とのやり取りは、例えば私個人のメー

ルアドレスに来たとしても、その事業に関係するフォルダに格納する、電子

の状態のまま格納するという方法をとるようにしております。該当するか、

該当しないかというよりは、全体が基本的に該当するというふうに考えて、

逆にすごく限定的に該当しないものを挙げておくほうが保存漏れがないし、

職員個人の判断が入らなくていいのではないかなと思います。例えば、飲み

会のメールとか、それは仕事ではないですよね。飲み会のメールはどっちだ

と審議会で話が出ましたけれども、職場の飲み会でも基本的にはお仕事では

ないから、それはいいとしましょうと。どこかの企業さんから振り込みのメ

ールが来ましたと。これは、そことお付き合いが生じれば必要なメールかも

しれないけれども、なければ要らないでしょうということで、公文書として

は取り扱わないでいいでしょうというような形で、基本的には公文書として

割り振って保存するという形をとって、その他のものについて決めを作って

おく、本当に今すぐ捨てていいものだけが公文書ではないものというふうに

分けるということで運用しています。 

事務局（斉藤課長） 

 お話をお伺いしていると、先ほどの作成義務ともつながるのかなと。原則

は文書を作るのだと。原則は公文書なのだと。その例外は何かというような

ことで、例外をある程度、各所属の恣意的な判断が入らないような形の、要

は運用で列挙していくというか、分かりやすく示していくというようなこと

が必要なのでしょうか。 

早川先生、どうなのでしょうか。 

早川委員 

 ここの部分が、やはり行政文書ではないということにできてしまえば、情

報公開の網から外すことができてしまうということなので、情報隠しで使い

やすいのです。その意味で言うと、市民の方から見ると、怪しいところであ

りますので、原則は行政文書ですよと。例外に該当するものはこれになって

いますというような形で、リストを作成されたほうが市民から見れば、それ

は確かに残さなくていいよねというので分かりやすいのかなという気がしま

すけれども。 

事務局（斉藤課長） 

 分かりました。ありがとうございます。 

また運用のところで具体的に考えていきたいと思いますので、改めて細か
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いところはご意見いただければと思います。お願いいたします。 

早川委員 

 ありがとうございます。 

 続けて、１１ページ目の下のほうに移管、廃棄という、これは条例の文言

も気になったのですが、「実施機関は、廃棄しようとするときは、あらかじ

め市長に協議する。市長の同意が得られないときは市長に移管する」という

ところですけれども、地方自治法の建付けからいって、例えば市長と教育委

員会のような実施機関というのは、それぞれ独立しておりますので、教育委

員会の文書管理について市長の同意を要求する、また同意が得られないと移

管するというのは、執行機関の権限を侵す可能性が出てくると思います。あ

くまでも市長の意見を聞くまでであれば結構なのですが、同意が得られなけ

れば移管しなければならないという流れになると、地方自治法上、少し疑義

が出るのかなと思いますので、これは総務課になるのですか、法規担当の部

署と協議を重ねられたほうがいいのかなと思いますが、いかがでしょうか。 

事務局（斉藤課長） 

 おっしゃられたところは、市長に協議するところもよろしくないのか。 

早川委員 

 協議自体は問題ないのです。 

事務局（斉藤課長） 

 協議自体は問題ないのですか。 

早川委員 

 同意が得られないときは移管するということになると、結局、市長の言う

とおりに移管するか廃棄するかを決めなければいけないということになるの

ですが、これは執行機関が決める権限を地方自治法上、持っているはずなの

で、そこまで縛るのは市長の権限とすることはできないと。ただ、これを市

長ではなくて条例から直に義務がありますならば別に構わないのですけれど

もという、ちょっとややこしい仕切りになります。 

事務局（斉藤課長） 

 表現の仕方として、求めることができるということであれば問題ないでし

ょうか。市長に移管するよう求めることができるでは。 
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早川委員 

 そこまでならいいという人もいるでしょうし、だめだという人もいるでし

ょうしという感じです。 

事務局（斉藤課長） 

 この語尾の表現については、私たちも悩んだところではあったのですけれ

ども、やはり移管というところを担保するために、少し強い表現にしたがた

めに、少し行きすぎたというところかと思うのですけれども、求めることが

できると、当初はそのくらいで考えていたのです。法規上の確認をまた進め

てみたいと思います。ありがとうございます。 

早川委員 

 はい。よろしくお願いします。本当に法規上の問題なので。 

事務局（斉藤課長） 

 了解です。ありがとうございました。 

早川委員 

 本当に思考されている方向は正しいと思うのですけれども、できる範囲が

どこまでかという、ちょっとややこしめのお話しでした。 

事務局（斉藤課長） 

 分かりました。ありがとうございます。 

早川委員 

 少し飛びまして、スライドの１４ページ目のところの常用文書なのです

が、前回も確認したかと思うのですが、常用文書の中にある台帳なのですけ

れども、台帳は随時、追記更新されるだけではなくて、多分、削除もされて

いくので、削除されたものについては常用から普通の行政文書で保存期間が

設定されて、保存期間満了時には移管されるか廃棄されるかというルートに

乗るという理解でよろしいでしょうか。 

事務局（斉藤課長） 

 はい。そのとおりです。そのように考えております。 



23 

早川委員 

 分かりました。ありがとうございます。 

 次に、１７ページ目になります。行政文書という括りの中のちょうど真ん

中辺りに、「紙その他の磁気媒体」ということで、これも表現だけの問題だ

とは思うのですが、この図を見ると、例えば写真フィルムは入らないのです

かという気がしてしまうのですけれども。 

事務局（斉藤課長） 

 想定しております。入っています。表現が分かりにくいようであれば直し

たいと思います。 

早川委員 

 これ、こだわる人も多くないかもしれないのですけれども、磁気媒体とい

うとフィルムは磁気ではないという素朴な問題になりそうな気がいたします

ので。 

事務局（斉藤課長） 

 分かりました。ありがとうございました。 

早川委員 

 それと、同じく１７ページ目の下のほうの「公文書に該当しないもの」

の、一番右側に個別業務システムのところの吹き出しで、「職員それぞれに

閲覧制限されたメモ等」というものがあるのですが、これは意味が分からな

かったので教えていただいていいですか。 

事務局（斉藤課長） 

 全ての業務システムを確認できてはいない中で、もしかしたらシステムの

中にはメモ機能があって、それは職員の何か与えられたパスワードから入っ

ていったメモ機能というものがあると、それは共有していないもの、本当に

職員の備忘録のような、職員がフォローしておくみたいなものがないことも

ないかというようなところの矢印の意味なのです。 

なので、これからシステムを全て確認していったときに、そういう機能の

システムがなければ、この吹き出しも矢印も消えると。基本的には、そうい

うことかなと思っております。排除できないものだということで少し入れさ

せていただいて、こういうことが、もしあればと。そのレベルのものです。 
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早川委員 

 分かりました。ありがとうございます。ただ、そういった事例がもしある

としても、個別業務システムに職員それぞれが自分でメモを記入したとして

も、おそらくこの業務システムの管理者権限では入れるはずなのです。 

ということを考えると、純然たる個人的なメモではおそらくないのです。

嫌な話ですけれども、その職員さんが突然お亡くなりになったときに、どの

ような記入がされていたのかは個別業務システムの管理者のほうで確認をし

ていくのが普通かなと私は思うのですが。 

事務局（斉藤課長） 

 確かにそうですね。より検討したいと思います。ありがとうございます。 

早川委員 

 同じく１７ページ目の下のほうの黄色で括られている中身で、職員の個人

メモ、職員の作成途中の資料、これも誤解をされると嫌なのであえて申し上

げるのですが、作成途中でも課長に見せたら組織共用なので公文書に該当し

ます。 

事務局（斉藤課長） 

 程度についてのご質問なのですけれども、例えば係長レベルであれば公文

書ではないのですか。 

早川委員 

 そんなことはないです。職員が二人以上で見てしまえば、それは組織的に

用いているので公文書になります。 

事務局（斉藤課長） 

 相模原市や豊島区もそういった感じですか。 

森野委員 

 そうです。基本、そうなのですけれども、なかなか難しくて、ある程度、

やはり決定権というのですか、それがある人と共有しているというところか

らではないかなと。実際には資料というものが多くできてきて、それを全部

システムに登録するかというと、やはりある程度、決定権のある人との資料

からシステム登録としていくので、ちょっとそこはなかなかケースバイケー

スになるときがあるかなと思います。 
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事務局（斉藤課長） 

 なるほど。日々、文書主義といいますか、色々なことを文書で確認したり

ということがある一方で、効率性という観点もどうしても業務上、求められ

る中で、どこから公文書とするのかという定義が、例えば係長だと、係長か

ら直していった経緯までを取っておかなければいけないということになりま

すので、結構また大変なのかなと。大変という言い方は非常に私が言うのも

よくないのですけれども、効率的に業務を回していくという観点からする

と、ある程度の資料から、経緯も含めて、こういうふうに直していったとい

うような残し方になるのかなとも思うのですけれども、その辺りの考え方と

いうのは難しいのでしょうか。 

早川委員 

 おそらく作成途中を一個一個残すという意味ではないので、当たり前です

けれども、文書を作るときにバージョンがいくつも積み重ねられていきます

よね。最初、係員さんが作ったものは係長でチェックを受けて直して、直し

ていく間のどの段階のものであっても情報公開請求を受けたら、その段階の

ものはもうすでに公文書ですので。 

事務局（斉藤課長） 

 なるほど。その時点でという解釈でよろしいでしょうか。 

早川委員 

 はい。ですので、バージョンが例えば５段階、５バージョンまできてしま

って、１バージョンから４バージョンまで全部を残さなければいけないのか

というと、それは必ずしもそういう意味ではないです。 

作成途中だから、まだ確定していないものなのだから、これは公文書から

除かれますということになると、そうではないのですよということです。 

事務局（斉藤課長） 

 分かりました。作成途中であっても、業務上作成したものであれば、情報

公開請求の対象になるから、その時点のもので公開していく必要があるとい

う、つまり残すか残さないかというと、また別の問題だということになりま

すか。 

早川委員 

 それ自体も公文書管理の対象ではありますが、その状態のままで残さなけ
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ればいけないかというとそうではないのです。最終的に出来上がった行政文

書が１０ページで、２ページ目までしか出来ていませんというのは、２ペー

ジ目までのものとして残さなければいけないのかというと、そういうわけで

はないので、今日だったら２ページ目までが組織共有されて情報公開の対象

となる公文書でしたと。明日になると１ページ書き足したので、３ページ分

が公文書ですという形で、２ページで管理しなければいけない日と、３ペー

ジで管理しなければいけない日ということが変わるだけであって、２ページ

のものと３ページのものを別に管理しなければいけないですという意味では

ないです。 

事務局（斉藤課長） 

 更新していくことは可能だという。 

早川委員 

 はい。もちろんそうです。ただ、更新についても例えば課長レベルまでは

決裁がスムーズにいったのに、市長の鶴の一声によって大きく方針が変わっ

てしまいましたよというときであれば、その意思形成の過程を残すという意

味合いで１個前の文書を残しておいて、市長の意見を受けた後の文書という

ものは別文書として残しておくということをすれば、意思の変遷というもの

を追いかけることができますので、そういうときは２種類残すことはあり得

ると思います。 

事務局（斉藤課長） 

 はい。分かりました。非常に参考になりました。ありがとうございます。 

早川委員 

 続けて、１８ページ目の文書分類の考え方なのですが、真ん中のところの

上に、「少なくとも毎年度１回管理簿に記載」ということになっています。

この書き方は私が知る限り、文書分類表をいわゆる積み上げ方式で作られる

場合の書き方かなと思っているのですが、新潟市は、そのような理解でよろ

しいのでしたか。 

 言い方を変えますと、相模原市と豊島区は、文書分類表が先に存在してい

て、そこに作られた文書を割り付けていく形だったと記憶しています。割り

付けていくということは、もともと管理簿に記載されているものに文書をあ

てていくだけなので、少なくとも年に１回記載しなさいという書き方にはな

らないと思うのですが、違いましたか。 
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事務局（袖山課長補佐） 

 本市も文書分類表はあらかじめ分類されており、文書ファイル管理簿につ

きましては、これからのことなのですけれども、ファイルの分類した中身に

沿ってファイルの名称を入れていったり期間を入れていったりということの

入力作業を記載ということで、それを年に１回は完成させていこうと。そう

いう狙いがあったのですが。 

早川委員 

 そうすると例えば、今日作成された文書は７月３０日付になりますけれど

も、年度に１回管理簿に記載すればいいので、来年の３月中に記載すればい

いわけですよね。そうすると、今、情報公開請求しようとする人には管理簿

上、７月３０日付の文書は３月までないということになるのですけれども、

そのような運用なのでしょうかということです。 

事務局（斉藤課長） 

 文書を作成すると、文書分類表に基づいて文書を分類して、さらに名称、

保存期間、保存満了日、その他情報が想定されているファイル中に、要は同

じような種類のファイルの中に文書が入り込んでいきますので、その文書に

はファイルのいわゆる背表紙にある情報が、ファイルにある情報が、そのま

まその文書に入っていくといいますか、同じ情報が文書によって整理されま

す。要は文書を作成するイコール、ファイルに綴じていくという作業になり

ますので、それを年に１回、公表するために、その作ったファイルをファイ

ル管理簿に記載していくと。全てを文書管理システムで管理していこうと思

っていますので、文書管理システムでファイルがもうできていて、そこに文

書を作れば、どこか関連のあるファイルに入れ込んでいきますので、そのフ

ァイルの情報がそのまま文書の情報にもなるという整理の仕方です。それを

年に１回、公表していく。 

早川委員 

 文書管理の状況を公表するときというのは年に１回なのですけれども、行

政文書ファイル管理簿への記載というのは年に１回でいいよというと、多

分、年度末に合わせてやるので、そういうものではないと思うのです。 

事務局（斉藤課長） 

 それは都度になると思います。 
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早川委員 

 都度ですよね。 

事務局（斉藤課長） 

 はい。それはその都度、文書を作って要は整理していく段階で都度、その

文書に必要な情報が入っていくと。 

早川委員 

 「少なくとも毎年度１回管理簿に記載」という書きぶりは、「都度、管理

簿に記載されていく」という理解でよろしいでしょうか。 

事務局（斉藤課長） 

 これはどちらかというと、国のほうの書き方がそうです。ただ、おっしゃ

られているような年に１回、文書をまとめて整理していくとか、そういうこ

とを考えているわけではないので、記載が分かりにくいということであれ

ば、この資料については私たちも見直します。 

早川委員 

 ファイリングのやり方として、１年間経ったときにまとめてファイル管理

簿を作ればいいではないかというやり方があるのです。この書き方だと、そ

っちに見られるのです。 

事務局（斉藤課長） 

 行政ファイルはもうスタートと同時に、ある程度作ってからスタートして

いきますので、いわゆる行政ファイル管理簿というものは最初からできてい

るのだろうと思っています。 

事務局（袖山課長補佐） 

 記載が可能な段階で、都度、記載していくというイメージでしょうか。そ

ういう形を担保できるような運用を表したいと考えておりますが、また運用

面での検討委員会のほうでご意見をいただければと思います。 

早川委員 

 了解しました。ありがとうございます。 

 続いて、１９ページ目の真ん中の下の「市長に協議」というところで、

「専門職員の知見で最終確認」ということで、この専門職員はどなたなので



29 

すかということをお聞きしたいのですが。 

事務局（斉藤課長） 

 歴史文化課にアーキビストがおりますので、その職員に確認をというふう

に思っております。 

早川委員 

 分かりました。そうすると、これまでどおり歴史文化課さんでということ

になるわけですか。 

事務局（斉藤課長） 

 そうです。最終確認は。 

早川委員 

 了解です。 

 次に、２１ページ目の特定歴史公文書の利用なのですが、「請求者」の欄

の一番上の「（目録等により）請求書提出」と、これは前にもお話ししたか

記憶が定かではないのですけれども、国の公文書管理法は、目録の記載に基

づいて請求しなさいという書きぶりになっています。ただ現実に目録に記載

されていない特定歴史公文書というのはあり得るので、目録の記載によって

請求書を提出するのではなくて、情報公開請求のときには、文書の特定をで

きる程度の記載をしてくださいというやり方をしていると思いますので、そ

のような緩やかなやり方を実際にはされたほうがよろしいかなと思います。

条例上は規則で定めることになっていたかと思いますので、その点が目録

の記載によってみたいな書きぶりになると危ないということを思ったところ

ですが。 

事務局（遠藤課長） 

 歴史文化課の遠藤でございますが、今のご指摘はあり得る話でございます

が、私ども、すでにリスト、目録のほうは製作をしていると。ただ一方で未

整理のものもございますので、そこはやはり漏れているという認識をしてい

ます。こちらも今のご指摘を踏まえて整理しようと思います。 

早川委員 

 ありがとうございます。特に、この目録の作成の場面で、国のほうでも大

きな問題になったままなのですが、いわゆる移管されてくる文書について
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は、元にファイル管理簿があるので、目録作りはそんなに大変ではないので

すが、寄贈・寄託文書に関しましては、極端な話、蔵一つ分の文書というも

のが来てしまいますと、目録の作成だけで１０年単位ということが普通に起

こり得ると聞いておりますので、目録の記載に基づいてしか請求できないこ

とになってしまうと、蔵の文書をずっと見られないよということになりかね

ないという危惧でございます。 

 同じく、国のほうに関しまして、歴史的な文書の目録の作成については、

その文書が来てから１年以内という無茶なことを書いていたりしますけれど

も、もう少しこれは現場に合わせて、新潟市はしっかりと運用をされたほう

がよろしいかなと思います。これは老婆心ながらということだと思ってくだ

さい。 

事務局（遠藤課長） 

ありがたいご指摘でございまして、実際、近隣の類似施設を見ても、大量

の寄贈・寄託文書を処理しているということも現実としてございますので、

現実に合わせて運用していきたいと思います。ありがとうございました。 

早川委員 

 ありがとうございます。 

 続いて、２２ページ目の死者をご本人とする個人情報の開示請求について

の記載があって、これはもっともかなと思います。 

最後の行に「審議会の意見を聴いたうえで市長が適当と認める者」も加え

られるということですが、これは実際に、そのときにならないと分からない

のですけれども、事実婚状態にあった方なんかもイメージされているという

理解でよろしいですか。 

事務局（斉藤課長） 

 そうです。想定されます。代理人ということになりますので。 

早川委員 

 分かりました。ありがとうございます。 

 雑則・附則の２３ページ目のところの真ん中ら辺の「規則への委任」なの

ですけれども、これも法律的な問題で申し訳ありませんが、この「条例の施

行に関し必要な事項は規則で定める」ではなくて、「実施機関が定める」の

パターンだと思うのですが、いかがでしょうか。 
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事務局（斉藤課長） 

 今、規則は一本で、全ての実施機関に網をかけようと思っております。実

施機関ごとではなくて。 

早川委員 

 先ほどの地方自治法との関係というものなのですが、各実施機関の現用文

書の管理に関しては、各実施機関が権限を持っているので、市長が定める規

則で教育委員会の文書管理はできないのです。新潟市の情報公開条例は委任

の規定の１９条のところで、「この条例の施行に関して必要な事項は実施機

関が定める」と書かれているので、これも実はそういう意味合いなのです。

一方、特定歴史公文書等については、市長のところに来ているものなの

で、特定歴史公文書については市長が規則で定めていいのですが、というこ

とになりますかね。 

伝わっておりますでしょうか 

事務局（斉藤課長） 

 分かります。 

早川委員 

 現用文書についてということです。 

事務局（袖山課長補佐） 

 例規のあり方として、ご質問ということもあるのですが、条例は市長が提

案者ということで条例提案しますと。規則も条例施行規則ということで、統

括する市長が施行規則ということで包括的に定めるということは、法律的に

無理があるのでしょうか。別の都道府県で見られていたものですから。 

早川委員 

 おっしゃるように、よその都道府県や市町村でもあるのですが、情報公開

の条例でも「市長が定める規則による」とサラッと書いているのですけれど

も、それは法律的に言うと明らかな誤りです。 

市長が定める規則については、地方自治法の１５条の規定があるのですけ

れども、地方自治法の１５条という規定をお手元で今見られないかと思いま

すので、読み上げますと、「普通地方公共団体の長は、法令に違反しない限

りにおいて、その権限に属する事務に関し、規則を制定することができ

る。」となっているので、その権限に属する事務についてしか規則は作れな
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いのです。 

現用文書の管理で、市長が権限を持っているのは市長部局の文書だけです

ので、教育委員会の文書について市長部局が定めた規則を及ぼすことができ

ないという理解になります。 

事務局（斉藤課長） 

 分かりました。ありがとうございました。 

早川委員 

 これは余計な話なのですけれども、一応、宇賀克也先生という大先生に聞

いてみて「間違っている条例が多いんだよね」と言っていたので、多分、大

丈夫だと思います。 

 ただ、間違っている条例が多いというのはなぜかというと、実は直す手段

がないのです。あえて言えば条例制定改廃請求を住民がするくらいしかなく

て、直らないのです。自発的に直していただかない限りは。 

ということで、そういった委任の仕方が間違っているものが結構、あちこ

ちに見られるので、真似をすると危険というような状況があるとご理解いた

だければと思います。 

事務局（斉藤課長） 

 ありがとうございます。 

早川委員 

 あとは２４ページ目で、これもすでに議論としては出たかと思いますが、

審議会などに諮問をするケースで、新潟市は行政文書の廃棄については審議

会等にはかけないと、先ほどの専門職員がチェックしているから大丈夫だと

いう理解をされるということですか。 

事務局（斉藤課長） 

 はい、そうです。 

早川委員 

 ここはそういう判断をされるということであれば、そうなのですが、非常

に言いにくいところもありますが、審議会の判断で結構変わるかなというこ

とが経験上ございまして、ここは豊島区と相模原市から差し支えない範囲で

ご紹介いただけるといいのかなと思います。 
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宮平委員 

 はい、変わりました。公文書等管理委員会で、豊島区では公文書の専門員

と所管課とが一緒に行って、廃棄リストを審議会に送るという形をとってい

るのですけれども、タイトルのつけ方がものすごく悪いというのもあって、

多くの質問をいただいたのですけれども、その中で捨ててはいけないもの、

所管課のほうでは捨てちゃえという感じで判断してしまったものでも、結

構、委員からこれは大事なのではないのかというような意見があったり、豊

島区の場合、委員に区民の方が入っているのですけれども、その区民の方か

らも「これはなにか」と。「これは今、捨てていいものなの」という、すご

く素朴な質問というものが結構来たのです。その意見というのは結構大事だ

ねということを内部でも言っていまして、私もあとで聞こうかなと思ってい

たのですけれども、完全に市民の目を通さなくてもいいのかというところで

す。リストをホームページに載せて、一応、市民の皆さんに「いいよ」と言

ってもらって捨てているという自治体もあるのですけれども、そういうこと

でもいいので、とりあえず市民の皆さんの財産なので、「いいよ」と言って

もらうということも大事だと思うのです。私の力不足もあるかもしれないの

ですけれども、専門職員だけの知見というのは危ないと思っています。現場

の職員も３０年前の文書が大事かどうかなんて分からないという人も結構い

ますし、専門職員も外からきたアーキビストも中にいた OB の職員も判断が

つかないものがたくさんあります。そういうものに対して、フラットな目を

持った第三者が意見をしてくれるというのは、すごく参考になると思うの

で、捨てるときには、捨ててしまったら取り返しがつかないので、やはりあ

る程度、市民の目の入れるという工夫をどこかで入れたほうがいいのではな

いかなと思います。 

森野委員 

 相模原市の場合、やはり行政とは視点が違うというところが、審議会で議

論いただくところの大きな違いかなと思いまして、例えば、裁判などになっ

たときの証拠書類として今、廃棄リストに載っているものは必要なのではな

いかという投げかけをいただいて、再度検討したところやはり必要だとなっ

たときもあります。また、過去にアスベストが問題になったときに、通常の

業務でやっていれば調査の書類というものは１０年廃棄でよかったのだけれ

ども、委員から、その年は全国的にアスベスト調査が来た年ではないかとい

うような指摘があって、やはりこの年に限っては１０年保存ではいけないと

いうことになって、歴史的公文書になるというような、そういった経緯があ

るので、やはり色々な視点からの文書の検証というものは廃棄のときに、審
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議会に、相模原市はかけているのですけれども、そういったところがあるか

なと思います。 

事務局（袖山課長補佐） 

 その審議会にかけるときのかけ方と言いますか、それはリストだけになる

のですか。リストをご覧になられて、この内容は何だというところになれ

ば、その実物をお持ちするとか。 

森野委員 

 そうです。相模原市の場合は、まず廃棄のリストや目録を提示して、事前

にお送りすることが多いので、まずはそのリストを見ていただいて、中身に

ついて、もし質問があれば詳しく説明をして、足りなければ担当課から説明

をさせるときもあるのですけれども、ただ実物を持って来て、委員さんが直

接見るということは、それはないです。 

目録の名称がかなり分かりにくいというご指摘はずっと受けていまして、

目録がパッと中身が分かるような名称に直していくという作業をしなくては

いけない状況になってはいます。 

事務局（遠藤課長） 

 今のお話は非常に重要な点だと私ども認識させていただいております。内

部でも議論をさせていただいたことがあるのですけれども、ここは客観的に

市民に説明をするという観点が優先順位の中で一番高いというところと、あ

とは運用の観点で、どれだけエネルギーを費やすかというところは、これは

行政の運営上の問題、このバランスで、バランスと言ってしまっては恐縮な

のですけれども、理屈上は全部引き上げると一番ゼロベースでクリアなの

で、一番いいわけですけれども、それはもう物理的に問題があってというと

ころがありますので、ここは先輩の自治体の皆様の運用をよく勉強させてい

ただいて、なるべく合理的な方法を客観的に説明できるような仕方をすべき

かなと思っております。 

 やはり一定のルールを作って、きちんとした判断を市民の皆さんに求める

というやり方が一番説明がしやすいのかなと思いますので、そこはまた内部

で話をさせていただいてということで。 

早川委員 

 ありがとうございました。ご説明いただいた内容について、私からお聞き

したかったことは以上です。あとは条例（案）を頂戴していて、これの細か



35 

な部分もあるのですけれども、これは今日ここでお話しするともっと長くな

るので、これは事務局と後ほど個別にさせていただくということでよろしい

ですか。 

事務局（斉藤課長） 

 はい。ぜひそれでお願いいたします。 

事務局（袖山課長補佐） 

 お配りした条例（案）につきましては、私どもの法制部局からまだ見てい

ただいた結果ではないので、結構、ずれだとかという部分がまだ残っていま

すので、その辺ご承知おき、ご理解いただければと思います。 

事務局（渡邉係長） 

 他にご質問等ございませんか。 

小田委員 

 私も早川委員が一番最初にご指摘なさった廃棄に伴う協議、これが引っか

かっていたのですが、協議をするときのイメージが少しわきにくい面もあり

ます。どちらか主導してくるのか、そのやり方によってはウエイトが変わっ

てくることもあり得ます。 

 それから、実施機関に関する現用文書はもちろんそうでありますし、過去

の文書についても協議の結果、市長との同意が得られなかった場合は市長に

移管するのではなくて、当然、実施機関に戻るべき、それに属するものであ

りますから、実施機関のほうへのウエイトが大きくなるはずだと思います。

例えば、現用のものであれば当然、教育委員会、農業委員会、その他行政

委員会についても市長部局ではないのですから、市長の権限が及びませんか

ら、実施機関に当然属するものであります。ところが、それがある一定の年

数を経て、市長との協議が決裂した場合は、この表現は市長に移管するとい

うことでありますけれども、移管ではなくて現用に差し戻すような考え方の

ほうが本筋ではないかなと思っております。 

 ここの１１ページにおける協議と、後ほど出てきた協議とは少し意味合い

が違いますけれども、特に新潟市の場合は、歴史的な文書については行政の

効率化という大義のもとに１０年ほど前に、全て市長部局に移管されており

ますから、そのことについての網かけはできるはずでありますけれども実施

機関のものについての協議結果というのは当然、今まで保有していた、ある

いは管理をしていたところに帰属させるのが一番妥当ではないかと。その後



36 

のことについては、また協議になろうかと思いますけれども、妥当ではない

かと思っております。協議の進め方について、少しイメージがわからないと

ころがあると、私自身、これを拝見していてありました。 

 それから、先回も死者に対する尊厳も含めた情報公開のところで、いくつ

かの新たな形を作っていただきましたけれども、一番最後に、「死者の相続

人」というものが入っております。相続人ということの表現だけですと、極

端に言うと無限に近くなる可能性もあるかもしれません。 

それから、もっと古い文書に対する死者への尊厳ということも考えてくる

と、ある一定の年数、年限というものが、例えば著作権法のような、ある一

定の年数、年限というものがどこかに出てきても不思議ではないことかもし

れませんが、いかがなものでしょうか。 

事務局（遠藤課長） 

 前半のお話、今まさにお話しいただいたところが今日のポイントだと思う

のですけれども、まず一つは実施機関と市長との関係が少し曖昧なところも

あったので、そこを整理するところが一つ大事だと思ったのです。そこと合

わせてでありますが、それに関係していますけれども、市長と協議する相手

が実施機関、市長の権限が及ぶかどうかというところを踏まえて、ここを整

理する必要があろうかというところもありますので、先ほどからの繰り返し

になると思いますけれども、少し検討する必要があろうかと思っています。 

事務局（斉藤課長） 

 個人情報の取り扱いのところなのですけれども。 

事務局（遠藤課長） 

 今の個人情報保護条例の運用をというところがベースになってあるわけ

で、ただ実際、死者の相続人がどういう形になっていくのかというところ。 

事務局（袖山課長補佐） 

 想定しているのは、民法の規定のそのときの相続人ということです。 

小田委員 

 公共用地の接収や何かのときですと、追跡不可能という事例がたくさん現

実にありますからね。 
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伊原委員 

 例えば、そういった公共工事のために権利者の同意を取るという場面で、

相続人を全員おさえなければいけない、合意を確保しなければいけないとい

う場面は、確かに相続人がいっぱいだと大変だということになると思うので

すけれども、今回の個人情報の請求に当たって、自分が相続人であるという

ことを証明したりする、単独でできるお話しだと思うので。 

小田委員 

 なるほど。 

伊原委員 

 そこについては、広がり云々はあまり気にしないでいいのかなと思いま

す。 

小田委員 

 自らがそれを証明すればいいわけですか。なるほど。 

事務局（遠藤課長） 

 今のお話は、所有者不明用地のお話だと思うのですけれども、そこはそこ

で別にルールを今、総務省として一生懸命やっているところで、失礼しまし

た。 

伊原委員 

 この場合は、相続人が例えば多いとしても、多いこと自体が問題になると

いうわけではない。あまり気にしないでいいのかなとは思います。 

小田委員 

 相続人同士での、出す、出さないがあるかもしれない。 

伊原委員 

 例えば、相続人が全員同意しないと開示請求ができないとなっていれば、

それは大変だと思うのですけれども、そういうわけではないというふうに。 

小田委員 

 ありがとうございます。分かりました。 
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早川委員 

 今ほどの個人情報の件、よろしいでしょうか。黙っていようかと今、悩ん

でいたのですけれども、この個人情報について、先ほどご質問のあったよう

に、その相続人が見られる範囲の年限と、誰でも見られるようになる年限と

いう２種類があるはずなのです。 

例えば１５０年前の新潟市民の個人情報だから相続人しか見られませんか

というと、１５０年前のものは、皆見ていいのではないかという時代が多

分、来ると思われるのです。それもあって、条例（案）で示していただいて

いる１２条の２項になりますが、「市長は、前項に規定する利用の請求に係

る特定歴史公文書が同項第１号に該当するか否かについて判断するに当たっ

ては、当該特定歴史公文書が行政文書として作成又は取得されてからの時の

経過を考慮するとともに」ということで、この「時の経過の考慮」というこ

とで、例えば明治維新期のことならば、もう個人情報でも見せていいのでは

ないかという運用を国ではしています。 

 ただ、国の法律自体も間違っているのですけれども、例えば今ほど読んだ

中では、「同項１号に該当するか否か」の中に、１号のカタカナのイです、

情報公開条例６条２号に掲げる情報というものが入っていると思いますが、

この情報公開条例６条２号に掲げる情報が個人情報なのですけれども、その

個人情報の該当性が、特定の個人を識別できれば個人情報に該当しますとい

うものがあります。この特定の個人に該当するかどうかは、時の経過をいか

に考慮しても該当するので見せられないという結論になってしまうのです。

ところが、文言等、国の法律がそういう書き方なのですけれども、国の法

律の書き方の誤りですので、同じような誤りを新潟市としてはしないとい

う、違う書き方を考えられたほうがいいかなと思います。 

小田委員 

 地域では、１００年、１５０年経っていても、明らかにその文書上、そこ

の家を特定できるものがたくさんあるのです。だから、それを何だかんだ言

われてくると、ここにある国の法律どおりのことになってしまって公開でき

ないことになってしまうのです。それは文書を読んでおりますと確実に特定

できるものがたくさんございます。 

早川委員 

 個人の特定との関係で言えば、やはり地域性というものがかなり大きく影

響しますので、ずっと先祖代々お住まいになっている地域であれば１００

年、１５０年程度であれば、まだまだ特定の個人が識別できるし、また１５
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０年前の祖先様が何かかなり悪いことをして、未だに地域で恨まれていたり

ということであれば、それが公開されることによって今、生きている方が差

別を受けたりという可能性があるので、そういったときに、やはり閉じなけ

ればいけない、非開示の情報にしなければいけないという考え方になると思

います。 

事務局（遠藤課長） 

 非常に大事なお話だと思うのですけれども、レベルとしては今、運用上は

江戸時代なら良くて、明治以降なら個人情報は駄目みたいな話があるのです

けれども、それをはっきりと明確にしないと、なかなか難しくなるかなとい

うところがあります。 

早川委員 

 基本となるものを作っておかれて、その基本に該当するかどうかで例外も

やはり認めなければいけないということだと思います。国の国立公文書館の

利用等請求に対する審査基準の中に、「別途参考」というものがくっついて

いまして、そこでやはり個人情報の類型に応じて、最長が１１０年以上とい

うような見せられない期間というものを作っていたりしますので、そういっ

た例もご参考にされればいいかと思います。 

事務局（遠藤課長） 

 ありがとうございます。 

伊原委員 

 ここまでの早川先生のご質問の中に、運用で確保したいというようなご回

答があったのですけれども、運用で確保するというところが何かしら規則と

か細則とか、そういった明文を設けた上で、そういうことをもって運用とお

っしゃっているのか、それとも明文は設けなくて、まさに現場運用とおっし

ゃっているのか、そこの認識を確認します。 

事務局（斉藤課長） 

 要綱だったり手引きだったりというもので考えています。 

事務局（遠藤課長） 

 運用の話については、レベルによって規則で定めたり、要綱ですとかガイ

ドラインで定めたりというふうに変わります。そのところが曖昧にお話しし
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ていますけれども、それぞれグレードが違うというところはご理解いただき

たいと思います 

伊原委員 

 分かりました。懸念したのは、例えば資料の１２ページの例外の３要件と

いうものをお示ししていただいていますが、こういったようなものが何かし

ら規則でも要綱でも明文で示されていることが、恣意的な運用を防ぐために

大事なのかなと思いました。 

事務局（斉藤課長） 

 今、手引きかなとは思っていますけれども、明文化して周知徹底してとい

うことになります。 

伊原委員 

 あとは質問というよりは意見なのですけれども、先ほど他の委員から、廃

棄文書の審査にあたって、市民の目線が入ることによって効果的だというお

話をいただきまして、まったくそのとおりだなと思いました。後世に残すべ

き価値があるか、ないかというのは、やはり後世になってみないと、その文

書が価値があったかどうかというのは分からない部分も結構あると思うので

す。なので、言ってみれば今の段階で、この文書はＡという価値観によって

大事だと思ったとしても、Ｂという価値観だとまったく必要ないと思ったと

しても、後世、何かに必要になったときに、実はこの文書はＢという価値か

らすごく歴史的な意味を持つ文書だったということが発生し得る。なので、

色々な目線でその可能性を拾っていく必要があるのかなと思いますので、専

門委員ももちろん大事だと思うのですけれども、専門委員だけにこだわら

ず、広く意見を取り入れられるような仕組みづくりがあったほうがいいかな

と思います。 

事務局（斉藤課長） 

 ありがとうございました。 

宮平委員 

 文書管理者の規定というのはありましたか。 

事務局（斉藤課長） 

 文書管理者は規則で。 
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宮平委員 

 文書で失敗したときに誰が責任を取るのだということを明らかにしておく

と身が引き締まると言いますか、豊島区では、総務課長がトップの統括責任

者で、それぞれの課長が責任者という形になっていて、早川先生が研修に来

てくれたときに「はい、責任者の人」と言って手が挙がったのが総務課長だ

けだったことがありました。 

 規則で規定すると認識していない職員が多く、豊島区でも条例制定の際、

新しく規則を定めて大々的に周知したつもりだったのですけれども、未だに

昔の認識のままの職員も多いので、やはり責任は誰が取るのかという辺りは

はっきりさせておくほうが良いですし、市民の方からの意見の行き先がはっ

きりしていたほうが良い。 

小田委員 

 市民の目を入れるということは本当に重要なことだと思いますし、今の新

潟市ではいろいろな審査会、審議会も必ず市民の参加を促しています。ある

いは公募型で選ぶ場合もあります。多様な視点を一つのものの見方の中に導

入するということが基本だろうと思います。 

 例えば、今のコロナの色々な動きを、文書を作る、作らないということも

問題になっていますけれども、専門家の視点は、専門家の視点で非常に重要

ですけれども、そうではない視点もまた重要になってくるわけですし、これ

は大きな新たな社会実験だと思えば、実験ですから、全ての野帳の記録とい

うものをとっておくことが大事なわけですから、いろいろな観点での野帳を

保存しておけば、将来、大変役に立つ資料として残るわけでありますので、

多様な視点を確保するという前提は担保する必要があると思います。 

事務局（遠藤課長） 

 今のご質問の関係、文書の責任者の関係ですけれども、新潟市の文書規程

の中で、基本的には所属長が責任者で、文書主任が課長補佐だったりするの

ですけれども、そういうルールはあるのですが、そこはまたどういうふうに

やっていくかというのは、内部で検討させていただいて、そこの規定をきち

んと説明をし直すかということを含めて、基本的にはルールがあると。そこ

の周知の度合いが、こういった条例を機にどう進めるかというのは運用の話

というふうにご理解いただきたいと思います。 

事務局（袖山課長補佐） 

 条例になれば研修をしっかりしていくとうたっていますので、その辺でき
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っちり周知ができる、していかなければだめなのですが、そこは義務化しま

すので、その辺はしっかりやっていきたいと思っています。 

宮平委員 

 研修はすごく大事です。何回やっても、やはり対象がある程度絞られてし

まったりすると、取り漏らしがいっぱいあるので、知っている人と知らない

人というのが結構バラツキがあるなと実感としているので、文書取扱主任

は、ここまで数回研修しているので、もう知っているという顔をされるので

すけれども、一般の職員は知らなかったり、新規採用職員には研修したけれ

ども、それに当たっていない真ん中の層の人は大勢いるので、何も知らなか

ったり、規則が変わったことさえ知らないみたいな感じになってしまったり

する。 

やはり周知が大事だなというところと、全員対象の研修を、うちはｅラー

ニングをやっているのですけれども、そういうものを工夫して、皆知ってい

る、皆同じルールで動けるというのは、どんなズボラな人でも何歳の人でも

何年の人でも、きちんと文書管理ができるというような実効性を担保すると

いうことが、とても大事なのかなと思います。 

事務局（遠藤課長） 

 素朴な質問で申し訳ないのですが、全職員に研修を行っているということ

で、その頻度はどのような感じなのですか。 

宮平委員 

 今年で言うとｅラーニングを２本やって、前編と後編で、文書管理の最初

の作成から廃棄・移管までのことを半分に分断して前編と後編にして、２つ

の研修ですけれども、それは全員悉皆で受けなければいけなくて、ｅラーニ

ングという形をとっています。最後にテストがあるのです。１００点を取ら

なければ合格になりません。合格にならないと、人事課がそれを把握してい

るので再度受けてということでメールが直接届きます。 

事務局（遠藤課長） 

 ｅラーニングというのは、具体的にはビデオか何かを見て行うようなもの

ですか。 

宮平委員 

 PowerPoint でテキストを作るのです。テキストがあって、それをざっくり
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読めば最低限、高いところまでは分からないのですけれども、大体どういう

考え方で文書を取り扱わなければいけないのかというところが最低限理解で

きるような状態にしておく。メールは公文書か公文書ではないかという設問

ですとか。公文書ではないというと、もちろん不正解だったり、そういうテ

ストを皆がすることによって、だいたいの線引き具合が分かるようになって

いくようにしています。 

事務局（遠藤課長） 

 なるほど。それは一般職、役職に関係なく、全員ということですか。 

宮平委員 

 全員です。 

事務局（遠藤課長） 

 それは例えば現業職場の文書取り扱いの人は全員。 

宮平委員 

 そうです。保育園の先生や清掃事務所の方はパソコンを使わないので、あ

まり文書を作らないのかなと思うのですが、さすがにそこも漏らすわけには

いかなくて、今、テキストやテストを紙で印刷して、それぞれの部局に送

り、取り組んでもらうという形をとっています。 

事務局（遠藤課長） 

 毎年１回は、必ず全職員が取り組むということですか。 

宮平委員 

 そうです。 

事務局（遠藤課長） 

 それは重要かなと思っています。そうでないと、なかなかちゃんと担保で

きないので。 

宮平委員 

 そうですね。今で言うと、性の指向であったりマイノリティの方に対する

対応だったり、そういうものを含めて、皆知っておかなければいけないこと

を全部ｅラーニングでやっているのです。それを皆やっていて、不合格にな
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ったら受けてくださいと。それをちゃんとやらないといけないということ

で、公務員倫理など、会計年度任用職員だと公務員試験を受けていないため

に、その辺りの認識が不足している場合もあるのですけれども、そこも公務

員倫理に係るｅラーニングを絶対受けなければならないことになっていて、

うっかり受け忘れると人事課からメールが来るという仕組みになっているの

です。 

事務局（遠藤課長） 

 会計年度任用職員は今年度４月から始まりましたけれども、地方公務員法

上の対象者になったということは変わったのですけれども、その人も当然、

対象になったということですか。 

宮平委員 

 そうです。文書管理研修も当然、会計年度任用職員も対象です。 

事務局（遠藤課長） 

 相模原市はどうですか。 

森野委員 

 全員研修というのは、まだやっていなくて、今年、ｅラーニング形式でや

りたいなということで検討中です。 

今、行っている研修というのは、文書主任というものが各課にいるのです

けれども、その人を対象にした研修が年２回。あとは階層研修と言いまし

て、係長等階級昇級した人に対する研修をやっていること。文書主任研修に

併せて、基礎的な講義というパートがあるので、そこに過去５年間くらいで

文書管理に関する研修を受けていない人を対象に、各課から受けてください

ということで、知識が古い人をブラッシュアップしていきたいなという考え

に基づいて行っている。 

事務局（遠藤課長） 

 全員にやっていないということなのですけれども、問題はありますか。や

はり全員にやらないと、なかなかチェックが効かないというような。 

森野委員 

 やはり条例は職員全員を対象にするものなので、皆が同じような知識で管

理してもらいたい。文書主任だと長年やっている人だとかなり知識はあるの
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ですけれども、そうではない人や、階級が上の人でも新しいことを取り入れ

ないと、条例できたのが５年前ですので、そういったところで制度が変わっ

ているところをちゃんと認識してやる必要があるなと思います。 

事務局（遠藤課長） 

 そこによってスケジュール感も変わってくるので、実際の条例の運用開始

というのが全面施行といった部分についても、きちんと職員が理解していな

いと成立しない話かなと思っていますので、非常に重要な観点です。ありが

とうございます。 

宮平委員 

 その辺について、豊島区は新しく管理職になった方向けのテキストだった

り、何種類かテキストがあります。上の階級の人になると、自分で文書は作

らないけれども、管理しなければならない。ただ、一般の職員は自分たちで

文書を作って片付けなければならなくて、その辺の感覚というのは全然違う

ものなので、それぞれの職層に合った研修というものが大事かなと思いま

す。 

森野委員 

 意見なのですけれども、先ほどから出ている市長と実施機関の関係のとこ

ろにもなるかと思うのですけれども、今、市長が条例（案）９条のところで

報告を受けるというようなことになっているのですけれども、例えば国と

か、相模原市もそうなのですけれども、実地調査ですとか、助言をすると

か、そういったことが条例に書いてあって、相模原市はどちらかというと市

長部局の情報公開課が文書の制度を担当しているので、教育委員会などでも

管理状況について、こうするとかということを言えるような形に、多分、条

例に書いてあると思うのです。 

検討されるということなので、国のほうも今度、公文書監理官を作るとい

うときに、どんな権限に基づいて指導をするのか調べたのですけれども、や

はり法律に基づいて指導、それから監査をしていくと書いてあったので、そ

こについて考えがあるのでしたら条例に入れていくのもいいのではないかな

と思っていました。 

事務局（斉藤課長） 

 相模原市の条例を見ているのですけれども、第３７条の市長の調整のあた

りですか。 
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森野委員 

 はい。報告を求めるところの。 

事務局（斉藤課長） 

 なるほど。実地調査をさせることができるというところですね。 

森野委員 

 この文言を入れなかったらどうなるということではないが、このような規

定もあると。 

事務局（斉藤課長） 

 分かりました。前回からも、どういうふうに条例の趣旨に則って、実施機

関が文書管理していけるのかというところの担保についてご意見いただいて

いたところなので、少しまたご参考にさせていただきながら考えていきたい

と思っています。 

森野委員 

 色々なやり方があると思いますので、このとおりということでは全くない

です。 

事務局（斉藤課長） 

 ありがとうございます。 

宮平委員 

 あとは、この条文に入っていないことなのですけれども、豊島区の検討委

員会のときも結構話が出まして、豊島区の条例にも入っていないのですけれ

ども、罰則規定は設けないですか。 

事務局（斉藤課長） 

 罰則規定は新潟市は考えておりません。 

早川委員 

 罰則は非常に難しくて、札幌市と熊本県は歴史的な文書の審査請求が上が

ってきたときの審査会の委員が、特別職になってしまうので、地方公務員法

の網が引っかからないから守秘義務を条例で課して、条例違反で守秘義務違

反にしますという考え方なのです。 
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いわゆる文書管理にミスがあったときの罰則を、どの程度まで条例で定め

られるのかというのは、実は法学者の間でも結構議論があってというか、議

論をする人はあまりいないのですけれども、理屈の上では結構難しい問題が

あって、刑法の関係ですね。公用文書等毀棄罪というようなものとの関係

で、重なるのか、重ならないのかですとか、屋上屋を架すことにならないの

かというようなところで、色々議論があるところです。 

なので、罰則については少しそこの議論の整理がきちんとできていないと

ころではありますので、いわゆる刑事罰としての罰則としては難しいと思い

ますが、ただ懲戒処分の基準は多分、別途持たれていると思いますので、懲

戒処分の基準の中で、例えば公文書の改ざんをしていましたよとか、保存期

間内の文書をわざと捨てていましたよとかというようなものについては、こ

れは懲戒免職ですとか停職相当ですとかというようなものを明示されるとよ

ろしいかなと思います。 

事務局（袖山課長補佐） 

 人事課が持っています懲戒処分の基準についても、その辺が不足であれば

協議をして見直しをしようと思っています。 

 よろしいでしょうか。事務局の皆さんもよろしいでしょうか。 

 予定しておりました内容は以上でございます。 

 最後に、総務課の斉藤課長よりごあいさつ申し上げます。 

事務局（斉藤課長） 

 ２回目ということでお集まりいただきまして、ありがとうございました。

早川先生、ありがとうございました。今回はよく聞こえたようで安心しまし

た。大丈夫でしたか。 

早川委員 

 大丈夫でした。安心しました。ありがとうございます。 

事務局（斉藤課長） 

 ありがとうございました。２回目ということで、議論も深いところに入っ

ていったなという印象です。条例をどうしても話していると、やはりそれで

はどうやってやっていくんだというところに入っていきます。今、委員の皆

様から市民の目というのでしょうか、市民からの観点、それからどうやった
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ら職員がこの条例に則って文書を扱っていけるのかという観点、ここは条例

では目的にも書いてありますし、職員の研修を進めていくということも書い

てあるのですけれども、ではそれをどうやって行っていくのかというところ

が、非常に問題であり難しいところなのだろうなと。 

 条例に関わるところでは、廃棄のところで内部で終わらせるのではなく

て、第三者の意見、それも市民の意見を取り入れたほうが良いのではないか

といったご意見を皆さんからいただいたということなので、そこに関しては

条例に触れるところですので、私ども次の３回目までにきちんと答えを出し

たいと思いますし、それから、少し基本的な自治法に関わるところで早川委

員から実施機関をどこまで縛れるのかという辺りも、だいぶご意見いただき

まして、本当に基本的なところでご意見をいただいて恥ずかしいのですけれ

ども、ありがとうございました。これもまた持ち帰りまして内部で検討して

いって、次の３回目にはきちんとお話しできるようにしたいなと思います。 

 資料の作り込みの中で、少し不手際があって分かりづらい部分、理解しに

くい部分もあったかと思います。これも少し持ち帰らせていただいて、さら

に資料のほうも皆さんにご理解していただけるような資料の作り込みをして

いきたいなと思っております。 

 ８月３１日に３回目を予定しておりまして、早川委員はまた引き続きリモ

ート参加とお伺いしておりますが、開催させていただきます。また、そのと

きには今いただいた意見を踏まえた内容で、皆様にお示しできればと思って

おります。もしかしたら何か伺うことがあると、個人的にお電話したりとい

うことがあるかもしれませんが、その際は大変恐縮ですがご協力いただける

と。よろしくお願いしたいと思います。 

 ２回目は以上になります。長時間にわたり大変ありがとうございました。 

４.閉会 

事務局（袖山課長補佐） 

 繰り返しになりますが、８月３１日、１４時から隣の部屋になりますの

で、ご案内申し上げます。 

以上をもちまして、検討委員会終了でございます。 

改めまして、今日はお忙しいところお集まりいただきまして、ありがとう

ございました。次回以降もまたよろしくお願いしたいと思います。どうもあ

りがとうございました。 

～終了～ 


